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研究要旨 開発助産婦は、多用な女性のニーズに対応するにあたって、知識・技術・環境の提供

はもとより、突発的な緊急事態に対して安全性の確保を最優先しなければならない。そこで、我

が国の開発助産婦の搬送基準に対する意識、搬送実態、および緊急時医療体制の実態について明

らかにすることを目的として、平成 11年 9月に、地域において分娩を扱っている有床助産所開

業者 478名を対象に郵送質問紙調査を行った。有効回答は 347 通で、分析の結果、開業助産婦

は、嘱託医以外に緊急時に対応可能な病院を各自で確保するよう努力しており、搬送基準も正常

分娩を逸脱している場合は搬送し、また転院させている。また、異常であるとの予測が立てば平

日の日勤帯に搬送するなど、搬送に対する意識は、現在我が国の医療水準で考えられているもの

と差がないことが明らかになった。しかし、突発的異常事態は避けることができず、実際に複数

の病院に依頼して対応に時間を要している事例もあり、個人的に万全の体制を取るよう努力して

いても、上手く搬送できる確証がないことも明らかになった。さらに周産期搬送システムの確立

状況には地域格差があり、これについても母児の安全を確証できるものではなかった。妊産婦・

新生児はどこで分娩・出生しようとも安全を確保される権利があり、助産婦にはそれに対応する

義務があるため、今後、開業助産婦が搬送する際の潤滑なシステムの構築や嘱託医療機関制度の

整備が望まれる。一方、助産婦側とパートナーシップをもちながら安全性を確保していくための

教育を充実させていくべきである。 
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Ａ．研究目的 

 近年、分娩に対するニーズの多様化がみられ、

自分らしい満足のいく出産をするための助産所で

の出産や自宅出産を希望する女性が増加の傾向に

ある。開業助産婦は、このようなニーズの対応に

あたって、知識、技術・環境の提供はもとより安

全の確保に努めなければならない。分娩は、妊娠

期から予測されるもの以外に突発的な緊急事態が

生じることが特徴であるので、迅速な救急体制を

整える必要がある。そこで本研究において、開業

助産婦の搬送基準に関する意識、搬送実態および

緊急時医療体制の実態について明らかにすること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 平成 11 年 9 月に、（社）日本助産婦会会員のう

ち、現在、地域において分娩を扱っている有床助

産所開業者（従事者を除く）と無床助産所開設者

を全国各支部の助産所部会長の確認のもとに、該



当する478名を対象に郵送質問紙調査を実施した。 

 調査内容は、嘱託医などの緊急時の支援体制、

各地の母児緊急搬送システムの実態、年間搬送事

例、母児の搬送基準に対する意識についてであっ

た。 

 母児の搬送基準に対する意識については、我が

国の医療水準で考えられている妊産褥婦・新生児

を医療機関へ転送または搬送する可能性のある状

態を、開業助産婦として実働機関が 15年以上の助

産婦 3人の協議にて決定した 57項目について「す

る」から「しない」までの 5 段階評定尺度で測定

した。今回の緊急搬送とは、救命に数分を争うよ

うな事例と考えられる常位胎盤早期剥離や胎児切

迫仮死、新生児仮死などである。 

（論理面への配慮） 

 郵送した調査票には、質問内容に協力できる方

のみ返送するよう依頼し、助産所名は伏せて分析

した。 

 

Ｃ．研究結果 

 1）回収率 

 回収数は 357（回収率 74.7％）であった。今回

は、平成 10 年から 11 年に分娩取扱件数のあった

ものを有効回答とし、347を分析対象とした。 

 2）対象者の背景（表１） 

 有床助産所開業者は 233 件、無床助産所開業者

は 96 件であった。対象者の平均年齢は全体では

61.1±15.6 歳、有床助産所開業者は 63.5±14.1 歳、

無床開業助産所開業者は 55.0±17.4歳であった。

年齢分布を見ると、有床助産所開業者は、70 歳を

ピークに山形をなしており、無床助産所開業者は

30、40 歳代と 70 最大をピークとするＭ字型を呈

し、年齢構成の違いが認められた。 

 有床助産所助産婦の申請ベッド数の分布はＬ字

分布をなし、中央値は 2 床であった。今回の対象

者の取り扱い分娩件数は、入院分娩が 204 件の助

産所にて 9,389 件、出張分娩が 154 件の助産所に

て 909件の合計 10,298件であった。 

 3）基準意識 

 転院・搬送を「する」「大抵する」を「搬送する

群」とし、「しない」「ほとんどしない」を「搬送

しない群」とし、搬送する、搬送しないの状態が

一様分布で、その両者の出現に差がないとする期

無仮説を立てて検定した。その結果、表２に示す

ように搬送しない群が搬送する群を有意に上回っ

たのは、「18歳以上 20歳未満の妊娠」の場合であ

った。また２群間に有意な差がなかったのは、「破

水後 24時間」「分娩開始から 48時間」「17歳以下

の初産婦」「35 歳以上 40 歳未満の初産婦」「分娩

第 3期が 30分」「身長が150cm 以下の初産婦」「出

血量が 500ml以上 1000ml未満」の 7項目であっ

た。以上の 8項目以外の 49項目の妊産婦と新生児

の状態時には、開業助産婦は転院・搬送を行う判

断があることに有意な差があった。 

 「する」「大抵する」「時々する」「ほとんどしな

い」「しない」の順に 1～5 点とし、各項目ごとに

集計し平均値を算出した場合、平均値が 2.0 以上

（「大抵する」以上）の 26 項目中新生児に関する

項目が 11項目含まれている。これは新生児に関す

る全 18項目の 61.1％を占め、妊産婦の項目の割合

の 38.5％に比べて占める割合が高く、新生児搬送

に対しては慎重であったと考えられる。また、各

項目を教育体制が大きく変化した昭和23年を境に

その前か後に教育を受けた年齢で 69 歳以下と 70

歳以上に分けて分析した。その結果、平均値の差

が 69 歳以下の助産婦より 70 歳以上の助産婦が搬

送に対する意識が有意に高かった項目は、「複殿位

単胎」「単殿位単胎」「足位単胎」「35週の産婦」「35

週の前期破水」「羊水過少」であった。 

 各会員ごとに集計し平均値を算出しすると、1.0

から 4.63 と搬送に対する意識の幅は大きかったが、

地域別、業務形態別には有意差は認められなかっ

た。 

 



 4）年間の全搬送事例 

 表３に示すように、1年間の搬送・転院全数（流

産・切迫流産を含む）は 722件で、妊娠中 275件、

分娩中（分娩後 2時間まで）300件、新生児 99件、

産褥期 4 件であった。そのうち緊急搬送例は妊娠

中 1件、分娩中 80件、新生児 23件の合計 104 件

で、分娩中、新生児期の搬送のうち 26.7、23.2％

が緊急性を要する事例であった。緊急搬送理由が

最も多い事例は、表４のように切迫胎児仮死で、

次いで弛緩出血であり、早期剥離は 16 件であり、

産科特有の突発的以上が上位を占めた。搬送事例

の内容では、母体死亡の報告はなく、妊娠中の死

産は 6 件、分娩中の死産は 5 件でいずれも助産院

で発見され搬送していた。死産の理由は記載のあ

った 4 件においては事前に予測ができない状態で

ある不可効力的な事例であった。搬送後の転帰と

して新生児死亡例は 7件で、その内訳は重症仮死 3

件、頭頂骨軟骨発育不全で 10日目に死亡 1例、24

週早産 2件、28週の胎児心奇形、早期剥離4件で

あった。児の予後不良（障害・後遺症が残るまた

はその可能性がある）は 13 件で、12 件は不可効

力的事例であったが、新生児仮死の児が 1 件含ま

れていた。1997 年全国統計では、妊娠 22 週以降

の死産は出生 10万対 193.6、新生児死亡は出生千

対 1.9である。これを今回の死亡例と比較したとこ

ろ、妊娠 22 週以降の死産は 68.0、新生児死亡は

1.1となり、開業助産婦の取扱い分娩の方が有意に

低かった。 

 搬送時の時間帯は、表５にみるように、平日の 9

時から 17時と土・日曜日の搬送割合と通常時間割

合との間に有意な差があり、搬送時、異常の予測

が立てば平日の日勤帯に搬送・転院するよう努力

していた。 

 搬送時、複数の病院に問い合わせた搬送例は全

搬送例のうち 37件で、そのうち緊急性のあった事

例では 16件（母体 13件、新生児 3件）であった。

緊急性がある事例ほど問い合わせ病院数が多くみ

られた。複数の病院に問い合わせた事例のうち、

母体と新生児を比較においては、母体（104 件中

13件）児（23件中 3件）の間に有意な差は認めら

れず、搬送の困難さにおいては同程度であった。

搬送依頼をした際に拒否された理由としては、表

６のように「NICU に空きベッドがない」「産科の

空きベッドがない」が上位を占めており、病院側

の緊急体制が不十分であることがうかがえた。 

 嘱託医との関係では、助産婦が嘱託医に搬送時

連絡したが対応してくれなかった事例 3 件（うち

緊急性の事例 1件・仮死）、嘱託医に連絡したが連

絡が取れなかった事例 3 件（うち緊急性の事例 2

件・IUFD,弛緩出血）であった。助産婦が緊急時

のことを考え、万全を期しているのにも関わらず

このような事態が生じているのが現状である。 

 5）嘱託医の実態と緊急時の支援体制 

 法的には嘱託医を定める義務はないが、日本助

産婦会では努力的に義務付けている無床助産所開

業者の嘱託医設置であるが、その割合は、58.2％

（91 名中 53 名）であった。嘱託医の標榜科で、

産婦人科医以外の科を標榜しているものは 272 名

中 61名であり、また、産科を標榜していても分娩

を扱っていない嘱託医は 211 名中 30名、入院設備

を有していない嘱託医 209名中 31名であった（表

７）。 

 開業助産婦の緊急搬送時の支援の体制は、嘱託

医との間に何らかの連絡方法により常時連絡をと

ることのできている体制の開業助産婦は 90.1％で

あり、残りの 9.9％のものは明確な連絡方法がない

状態であった。嘱託医以外には、個人的に対応可

能な受け入れ医療機関をもっている助産婦は、全

体で 85.8％であった。開業助産婦の嘱託医の有無

については有意差はなく、嘱託医をもっている、

いないに関わらず嘱託医以外の医療機関ともつな

がりを持っていた（表８）。その医療機関の種類と

しては「二次救急的病院」が最も多く全体の 68.1％、

次いで「三次救急的病院」が 31.1％、「診療所」は



18.1％の順になっており、複数の病院を確保して

いるの者も多くみられた。一方、個人的に対応可

能な嘱託医以外の受け入れ医療機関を有もってい

ない助産婦については、その嘱託医は全員産婦人

科を標榜していた。 

 6）各地における母児搬送システムの実態 

 日本各地に周産規範層システムが構築されてい

るが、本調査によると、周産期搬送システムに助

産所が組み込まれ、緊急時助産所助産婦から直接

搬送できるシステムになっている地域は、東京都、

神奈川県、京都府、大阪府、兵庫県の５都府県の

みであった。しかし、その実際には機能していな

いと回答している助産婦もいた。また、無床開業

助産婦の割合の取扱いについては明確になってい

ないところが多くみられた。 

 

Ｄ．考察 

 開業助産婦の搬送基準に対する意識については、

地域や有床・無床に関わらずリスクの高い状態に

ある妊産褥婦や新生児は搬送・転院するという、

安全性に対する意識は現在の医療水準で考えられ

るところとかけ離れてはいないことが明確になっ

た。さらに、死亡率からの実態としても安全性が

高いことが明らかであった。但し、搬送に対する

意識に個人差があることや、豊富な経験と技術を

持っているベテランの助産婦は、骨盤位も扱うこ

とがあるなど搬送・転院する状態の許容幅が広い

ことが認められた。妊娠や分娩は経験に基づく勘

やアートの域までに達した技術が必要なことは言

うまでもないが、我が国における医療水準を前に

した時の「いのちの重み」として開業助産婦が取

り扱う分娩の範囲は、おのずと限られてくるもの

である。その際に、リスクを伴う全ての妊産婦や

新生児を医療機関に搬送・転院してしまうのでは

なく、妊産婦の助産所にて分娩したいといったニ

ーズを考慮して医師と共観することも含めた開業

助産婦の取り扱う分娩や搬送基準について検討し、

認識していく必要があると考えてる。 

 しかし、産科特有の予測不可能な突発的異常は

まぬがれず、多くの事例があがってきていた。開

業助産婦は、このような緊急事態にも的確な判断

と迅速な対応が要求されるため、嘱託医を法的に

も定めるよう指導されている。しかし、嘱託医が

産科医でない場合や入院設備を持ち合わせていな

い場合においては搬送や転院は困難である。緊急

搬送の場合も然りである。これは、開業助産婦が

開院当時依頼した嘱託医が開業助産婦と同様に高

齢化したために外来診療だけにするなど業務形態

を変えたり、開業するにあたり嘱託医を承諾して

くれる医師が限られていたり、嘱託医が搬送につ

いて制限を加えたりといったことが原因とされる

ところである。 

 そのため、開業助産婦は、嘱託医以外に緊急時

に対応可能な病院を各自で確保するよう努力し、

さらに、異常の予測が立てば搬送時期が早いと判

断されたとしても、平日の日勤帯に搬送するなど

の安全性の意識を有していることが明らかになっ

た。しかし、実際の搬送事例の中では、突発的異

常の対応は避けることができず、複数の病院に依

頼して時間を要している事例も挙がってきていた。

個人的に万全の体制を取るよう努力していても、

個人的つながりでは希薄であり、必ず搬送できる

確証がないことが分かった。さらに、周産期搬送

システムも確立状況に地域格差があり、これにつ

いても母児の安全の確証できるものではなかった。

妊産婦・新生児はどこで分娩出生しようとも安全

を保証される権利があり、助産婦はそれに対応す

る義務がある。今後、開業助産婦が搬送する際、

一人の医師ではなく「必ず」対応可能な状況にあ

る医療機関が必要であり、嘱託医療機関制度等の

設定が必要と考える。また、全国どこで産もうと

も妊産婦・新生児の安全を保証する搬送システム

の早急な構築の実現が望まれる。一方、助産婦側

としても、ローリスクの妊産婦の分娩介助に徹し、



助産技術を向上し、医療機関とパートナーシップ

をもちながら安全性を確保していくべきである。

また、時代の変化や国の医療体制に伴う安全性を

考慮していくことが必要であると考える。 

 

Ｅ．結論 

1.開業助産婦は、妊婦教育により回避できるローリ

スクの妊産婦以外は搬送・転院するべきである

という意識を持って業務を行い、実際、統計比

較からも安全性が保証された。しかし、その意

識に個人差もあり、豊富な経験と技術を持ち合

わせている開業婦ほどそのRiskに対する意識の

幅が見られた。そのため、今後、助産婦の取り

扱う分娩や搬送基準について検討していく必要

がある。 

2.産科特有の予測不可能な緊急事態に開業助産婦

の遭遇しており、スムースな搬送が行えなかっ

た事例があり、その理由としては医療機関の設

備面の問題であった。 

3.開業助産婦は、妊産婦や新生児の安全を保証する

ために、異常の予測がつけば平日の日勤帯に搬

送・転院を行う努力をし、さらに嘱託医だけで

なく、助産婦が個人的につながりのある医療機

関を複数に確保するよう努力していた。しかし、

今後、助産所においては確実な搬送先を保証で

きる嘱託医療機関制度等の設置が必要と考える。 

4.全県に、公的な周産期搬送システムの早期実現が

望まれる。そのシステムに助産所が組み込まれ

る必要があると考える。 
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